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「提案の要旨」（以下枠内に 400 字以内で記載のこと。枠の大きさや位置等の変更は禁止） 

EV・自動運転の影響はあれども2040年まではトランスミッションの需要は減らないことが予測される外部
環境下で、当社は「伸びるエリアに販社・工場が出せていない」「一部の工場の稼働率が低迷している」
「EV時代（2040年以降）に向けた先行的な研究開発ができていない」「メガサプライヤーに負けない競争
優位性がない」等の問題への対応が遅れていることで、成長性の低迷と収益性の悪化を引き起こしてい
る。その状況下で「世界のあらゆる人」に安全を届け続けていくために、販社をエリア編成にしてブレー
キとトランスミッションのセット販売による販売数増加を狙うだけでなく、曙ブレーキ社の買収を実施
し、短期的には中国への販売シフト、工場稼働率の改善を実現する。また長期的にはEV時代でのトランス
ミッション販売減を補うために、同社のセンサー技術を活用したブレーキ事業強化を推進する。本年度対
比で2020年利益16.3％増と、2030年の利益45.1％を達成する見込。

１．外部環境の変化 

外部環境は、各国の EV への政治的な取組の濃淡により EV 化の進展度は異なる。先進国は EV 化に加え、高齢化や

人口減により自動車需要は減少傾向。中国及び新興国は今後も人口増加が見込まれ、小型自動車や内燃自動車を中心

に需要拡大が見込まれる。国毎の EV 進展状況を捉えた戦略の策定が今後の重要事項となる。（添付 2 頁） 

【顧客インサイトの変化】 顧客である完成車メーカーは外部環境の変化を捉え、EV・自動運転・コネクティッドカ

ーへの投資、販売強化を行う一方、中国や新興国への小型内燃自動車の需要の刈り取りのため工場建設等生産拠点を

拡大。EV 化に対応しつつ新興国の需要の刈り取りに注力しており、コストを求めつつ、技術力も求められるように

変化。エンドユーザーも先進国では環境に優しい EV 車へのニーズが拡大し、新興国では安価な小型 MT 車が求めら

れるなど、ニーズは 2 極化。（添付 3 頁） 

【部品業界の変化について】部品業界では、EV 化に向けた技術をブラックボックス化することにより完成品メーカ

ーへの交渉力を強めつつ、規模化によるコストダウンを進めている。大手ティア１メーカーは規模拡大や EV 関連企

業の M＆A を進め、規模の小さい企業は淘汰されるか、ニッチャーで生き残るかの選択を迫られる。（添付 4 頁） 

【国別 EV 販売予測について】今後の国別の販売予測については、2030 年までは中国が内燃自動車の販売を拡大

し、2030 年を期に“その他地域”が中国を追い抜き、需要を拡大する見込み。世界的に 2040 年以降に EV 化が急速

に進み、EV が半数を超える見込み。（添付 5 頁） 

２．内部環境について 

現在の販売構成比を前提においた当社の国別利益予測では、2025 年までは中国・その他地域の需要拡大もあり利益

は横ばいで推移するが、2045 年には EV 化の加速度的な進展（非連続イノベーション）により利益が激減。EV 車に

は不要となるトランスミッション（以下、TM）が利益の柱である当社は、2045 年に現在の利益対比で３割減、2050

年には７割減まで落ち込む（ホラーストーリー予想）。当面は中国やその他地域への需要への対応を行いつつ、2040

年以降の EV 化に新たな収益源の確保が必要となる。（添付 6 頁）コスト構造では、市場が鈍化しており EV 化が進

展している先進国での当社販売比率が高いこともあり売上成長率は鈍化傾向。メガサプライヤーの規模化による価格

競争力の上昇と、工場稼働率の低下などにより売上原価は高止まりしている。（添付 7 頁）業界の Key Success 

Factor は、従来の完成品メーカーの QCD のニーズを満たすことに加え、EV 化の国別浸透度別の対応と技術開発高

度化による差別化で完成車メーカーへの交渉力を増すことに変化しつつある。その中で当社は、強みである技術力に

加え、研究開発のさらなる強化と、調達・生産・工場稼働率向上によるコストの削減、将来の需要に基づいたエリア

の拡大、営業力の強化が求められる。（添付 8 頁）エリア別の工場稼働率をみるとバラツキがあり、売上原価率の高

止まりの原因に。また、各エリア別に AT・MT・ブレーキの商材別販売数にもバラツキが生じている。（添付 9 頁） 

３．当社の課題まとめと対策の方向性について 

短期的な課題としては、①中国市場・その他市場への生産・販売拠点の進出強化、②調達の強化により売上高総利益

率の向上、③営業の強化により売上高総利益率の向上、④セット販売による工場の稼働率の向上、⑤製品別組織から

エリア別組織への再編成があり、長期的な課題としては、⑥EV 時代に備えた研究開発強化、⑦メガサプライヤーに

吸収されない独自価値の明確化、⑧新たな収益源の確保、⑨「攻め」の組織風土への変革がある。その対応として、
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Ⅰ.需要が伸びているエリアへの進出、Ⅱ. 販売拠点の選択と集中、Ⅲ. 工場の稼働率アップ、Ⅳ. 営業組織のエリア

別組織編集を行う。中長期的な課題の EV 化への対応として、Ⅴ. 他社との統合等によりニッチャーとしての競争優

位性の構築、Ⅵ. EV 時代に向けた研究開発の強化を行う。また、変化の激しい時代に対応するための組織風土の変革

を推進していく。上記の対策をより促進するため「曙ブレーキ工業」社の買収を行う。（添付 10、11、12 頁） 

４．曙ブレーキ工業社（以下、曙ブレーキ）の買収について 

曙ブレーキ（資本金 199 億円、2017 年度売上高 2,649 億円）は、国内の中堅のブレーキ企業。買収選定理由は、当

社が今後事業拡大させたい中国へ工場を持つこと、長期的に拡大させたいブレーキ事業や周辺技術をもつことから事

業の整合性が高いことに加え、経営理念や組織風土も当社と近いため。曙ブレーキ社としても販売拡大による投資の

増加で資金繰りに苦慮しており、メガサプライヤーの規模化による価格低下の厳しい環境の中、当社と組むことによ

り規模の経済の面でも相乗効果が期待できる。曙ブレーキ工業への買収について 500 億を用意（5 月 23 日株価より

算出）（添付 13 頁） 

⒌ 短期戦略：自社の選択と集中及び曙ブレーキリソースの活用 

短期的な施策としては、自社の課題である工場稼働率の回復に向け、ブレーキと TM の販社の選択と集中を行う。具

体的には、インドとブラジルを撤退し、稼働率が 70％台の中国と欧州の営業を強化し、当社の目標数字である、85％

を目指し、2020 年までに TM＋35.2 万台、ブレーキ＋102 万台（売上＋95,531 百万円）を実現する。また曙ブレーキ

を M&A する事により、生産工場と販社のリソースを活用し、自社の課題であるブレーキの収益体制の改善を行う。

規模の経済を調達において実現し、原価率 10％削減を目指す。※インド、ブラジルについては今後の人口増加に伴い

自動車販売増も見込まれるが、当面は MT 小型の廉価車種の販売がメインであり、生産拠点を持たない当社は、他の

大手企業に価格差で対抗が困難なため、AT への切り替えの進展状況を見て、エリア拡大を検討する。（添付 14 頁） 

６．中長期戦略：ブレーキデータの蓄積による競争優位の獲得 

2040 年以降の EV 化の急拡大に向け、EV 時代でも販売ができるブレーキの付加価値向上の為、曙ブレーキの加速度

センサー事業活用した多様な“ブレーキデータの収集”を強化する。自動運転での大きな課題である安全性につい

て、独立メーカーとしての多種多様な車種・メーカーでの実走データと高性能の強みを活かした安全なブレーキ品質

で、他社が真似できないデータ量を蓄積することにより、自動運転での安全性をデータによって証明する。そのこと

により、各国政府の推奨品ブレーキとしての地位獲得を狙い、販売独占、及び単価向上を図る。また、既存事業での

強みである ECU 技術においても、トランストロン社と提携し研究開発を強化し、EV 時代でも必要となる電子制御

関連事業を強化し、新たな収益源の確保へつなげる。（添付 15 頁） 

７．組織体制について 

短期的な組織体制は「事業本部制」から「機能編集組織」に変更する。更に、営業部門内は地域軸で編集し直すこと

で、顧客に対してトランスミッションとブレーキのセット販売を促進し、売上並びに工場の稼働率の向上を実現する。

その体制の変更により、目的や責任の不明確さやセクショナリズムといったデメリットが生じるが、改めて理念や目

的を再浸透させることと、部門をまたぐクロスファンクショナルチームの組成などの対応策を講じる。また、中長期

的にはオープンイノベーションが生まれやすくするため製造部門以外を構成員の意志をベースとして組織を創る「ネ

ットワーク分散型組織：Teal 組織」へと変革することが望ましいと考える。合わせて、デメリットを解消するために、

メンバーのセルフマネジメントを強化するための施策を講じることが重要になる。（添付 16 頁） 

８．戦略パターン B プランについて（曙ブレーキ買収失敗時のプラン） 

仮に曙ブレーキ社の買収が不可だった場合は、既存事業の拡大戦略として、中国にライセンス工場（350 億投資）を新

設し、足元の販売強化を図る。（添付 17 頁） 

９．中長期の利益見通し 

曙ブレーキ買収戦略により、買収によるブレーキ事業のコスト効率化・削減、利益率・販売数向上等により 2030 年に

現在より利益 145.1%を見込む。EV 時代の 2045 年においても現在対比 138.4%と利益を維持する。（添付 18 頁） 
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